
令和元年秋季 福島市議会 

議会報告会・意見交換会 

 

次  第 

１ あいさつ 

２ 第１部 議会報告会 

・議会の活動状況報告 

・各常任委員会、決算特別委員会各分科会及び特別委員会の活動状況 

３ 第２部 意見交換会 

・出席議員及び参加者による意見交換 

 

ご来場の皆様へのお願い  

１ 会場の写真撮影 

・市議会だよりや市議会ホームページに、ご参加の皆様が写った写真を使用する場合が

ありますので、ご了承ください。 

２ ご質問 

・第１部の議会報告会に関するご質問は、第２部の意見交換会の時間にて承ります。 

・なるべく多くの皆様にご発言いただくため、発言の際は１回に１項目ずつ、１分程度

にまとめてお話いただきますようお願いします。 

 

福 島 市 議 会

前回の議会報告会の様子 

資料１ 
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令和元８月８日市議会緊急会議 提出議案 ・・・・・・・・・・ Ｐ６ 

令和元年９月市議会定例会議 提出議案 ・・・・・・・・・・ Ｐ６～１１ 

 

【別冊資料】 

・福島市議会の概要 

・ふくしま市議会だより 

【令和元年８月１日発行 199 号・令和元年１１月 1日発行 201 号抜粋】 

 



 

 

令和元年６月から令和元年９月までの議会日程 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年６月定例会議の日程 

５月３１日（金） 本 会 議 

  ６月 ６日（木） 本 会 議 

  ６月 ７日（金） 本 会 議 

  ６月１０日（月） 本 会 議 

  ６月１１日（火） 常任委員会 

  ６月１２日（水） 常任委員会 

  ６月１４日（金） 本 会 議 

令和元年９月定例会議の日程 

９月 ２日（月）  本 会 議 

９月 ６日（金）  本  会  議 

９月 ９日（月）  本  会  議 

９月１０日（火）  本  会  議 

９月１１日（水） 本 会 議 

決算特別委員会（全体会） 

９月１２日（木） 常任委員会 

９月１３日（金）  常任委員会 

９月１７日（火）   

決算特別委員会（分科会） 

９月１８日（水）   

決算特別委員会（分科会） 

９月１９日（木）   

決算特別委員会（全体会・分科会） 

９月２４日（火）  本 会 議 

令和元年８月８日緊急会議 

８月８日（木） 本 会 議 



令和元年秋季 福島市議会

議会報告会・意見交換会 班体制

◎委員会の名称

【常任委員会】

総務 ： 総務常任委員会　、　経済 ： 経済民生常任委員会　、　建設 ： 建設水道常任委員会　、　文教 ： 文教福祉常任委員会

【特別委員会】

 東京2020オリンピック・パラリンピック調査特別委員会 （平成29年12月～令和元年５月）

 新庁舎西棟建設調査特別委員会 （令和元年９月～）

文教福祉
オリパラ

文教福祉
新庁舎西棟

経済民生
新庁舎西棟

建設水道 建設水道 総●●務
総●●務
オリパラ

総●●務
文教福祉
新庁舎西棟

文教福祉

経済民生
オリパラ

新庁舎西棟

建設水道

粕谷 悦功

建設水道
オリパラ

総●●務
オリパラ

新庁舎西棟
文教福祉 経済民生 建設水道

総●●務
新庁舎西棟

総●●務
オリパラ

新庁舎西棟

山田  　裕 高木 直人 石原 洋三郎

佐々木 優 半沢 正典

文教福祉
新庁舎西棟

総●●務
建設水道
オリパラ

文教福祉 経済民生

羽田 房男 真田 広志

会場：北信学習センター ２階講義室 （福島市鎌田字中江１）

11/12 会場：西支所 ２階大会議室 （福島市上名倉字妻下４-２）

（火） ３班：出席予定議員（都合により変更する場合があります）

午後１時30分
▼

午後３時00分 萩原 太郎 鈴木 正実

11/13
１班：出席予定議員（都合により変更する場合があります）（水）

小松 良行

高木 克尚

午後６時30分
▼

午後８時00分

建設水道
新庁舎西棟

二階堂 利枝 阿部  　亨 小野 京子

（木） ２班：出席予定議員（都合により変更する場合があります）

白川 敏明 根本 雅昭 斎藤 正臣 川又 康彦 小熊 省三

建設水道

11/14 会場：もちずり学習センター ２階ホール （福島市岡部字高畑４６）

文教福祉

午後６時30分
▼

午後８時00分 二階堂 武文 沢井 和宏 石山 波恵 後藤 善次 村山 国子

経済民生
オリパラ

文教福祉
オリパラ

経済民生

大平 洋人 尾形  　武

黒沢  　仁 渡辺 敏彦

会場：杉妻支所  ２階会議室 （福島市伏拝字台田１-１）
11/15

４班：出席予定議員（都合により変更する場合があります）（金）

総●●務
新庁舎西棟

総●●務
オリパラ

新庁舎西棟

新庁舎西棟 ：

オ リ パ ラ ：

山岸  　清 宍戸 一照

経済民生
経済民生
オリパラ

午後６時00分
▼

午後７時30分 梅津 一匡 丹治  　誠 佐原 真紀
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令和元年６月市議会定例会議提出議案（市長提出議案） 

（令和元年５月３１日提出） 
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議案第 56号 

議案第 57号 

議案第 58号 

議案第 59号 
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議案第 63号 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年度福島市一般会計補正予算 

令和元年度福島市下水道事業会計補正予算 

令和元年度福島市国民健康保険事業費特別会計補正予算 

令和元年度福島市公設地方卸売市場事業費特別会計補正予算 

令和元年度福島市介護保険事業費特別会計補正予算 

特別職の職員で非常勤のものの報酬等に関する条例の一部を改正する条例制定の件 

国会議員の選挙等の執行経費の基準に関する法律の一部改正に伴い、所要の改定を

行う。 

 【改正内容】 

(1)報酬単価 

①選挙長                    １０，６００円  →  １０，８００円 

②（当日）投票所の投票管理者  １２，６００円  →  １２，８００円 

③期日前投票所の投票管理者  １１，１００円  →  １１，３００円 

④開票管理者                １０，６００円  →  １０，８００円 

⑤（当日）投票所の投票立会人  １０，７００円  →  １０，９００円 

⑥期日前投票所の投票立会人   ９，５００円  →   ９，６００円 

⑦開票・選挙立会人            ８，８００円  →   ８，９００円 

（令和元年７月１日から施行） 

福島市税条例等の一部を改正する条例制定の件 

地方税法等の一部改正に伴い、所要の改正を行う。 

【主な改正内容】 

(1)住宅借入金等特別税額控除の見直し【個人市民税】 

・令和元年１０月１日から２年１２月３１日まで入居分の控除期間を１０年から１３年に延長 

（公布の日から施行） 

(2)非課税措置の範囲を拡大【個人市民税】 

・前年の合計所得金額が１３５万円以下の単身児童扶養者を対象に追加 

（令和３年１月１日から施行） 

(3）環境性能割の臨時的軽減【軽自動車税】 

・令和元年１０月１日から２年９月３０日までに取得される税率１％以上の自家用乗用軽

自動車の環境性能割を１％分軽減 

（令和元年１０月１日から施行） 

 (4）グリーン化特例（軽課）の適用期間の延長【軽自動車税】 

   ①内容を据え置いたうえで、令和３年度課税分まで適用期間を２年間延長 

（令和元年１０月１日から施行） 

   ②電気自動車、天然ガス自動車を対象に、令和５年度課税分まで適用期間をさらに

２年間延長 

（令和３年４月１日から施行） 

(5)地域決定型地方税制特例措置（わがまち特例）の導入【固定資産税】 

    ①計画の認定を受けた事業者が、医療施設等の誘導施設とともに整備した公共施

設及び都市利便施設に係る固定資産税等の課税標準の特例措置の創設 

    ・課税標準を最初の５年間に限り４／５とする。 

（公布の日から施行） 

福島市手数料条例の一部を改正する条例制定の件 

建築基準法の一部改正に伴い、所要の改正を行う。 

【主な改正内容】 

(1)用途規制の適用除外に係る特例許可に関して、公開による意見の聴取及び建築審

査会の同意が不要になったことに伴い、当該規定の許可申請手数料を改正（②につい

ては公開による意見の聴取が必要） 

   ①特例許可を受けて建築したものの増築、改築等について特例許可を行う場合 

   ・１件につき １２０，０００円 
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議案第 64号 
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   ②住居環境の悪化を防止する措置が講じられているものの建築について特例許可を

行う場合 

   ・１件につき １４０，０００円 

(2)壁面線の指定箇所における建蔽率の限度の緩和に関する許可規定の創設に伴い、

許可申請手数料を規定 

   ・１件につき ３３，０００円 

(3)既存建築物の用途変更を伴う２以上の工事を行う場合、既存不適格部分を基準に

適合させるための改修を２以上の工事に分けて行うことができる規定の創設に伴い、認

定申請手数料を規定 

   ・１件につき 用途変更部分の床面積合計の１／２の広さに応じた額 

   ８，０００円 から ６４７，０００円 までの９区分 

(4)既存建築物を用途変更し、１年以内の期間を定めて一時的に興行場等として使用

することに関する許可規定の創設に伴い、許可申請手数料を規定 

   ・１件につき 使用する期間が３月以内のもの１月につき２０，０００円 

３月を超えるもの      １２０，０００円 

 (5)既存建築物を用途変更し、１年を超えて一時的に使用する国際的な規模の会議等を

行う興行場等として使用することに関する許可規定の創設に伴い、許可申請手数料を

規定 

  ・１件につき １７０，０００円 

（建築基準法の一部を改正する法律第２条の規定の施行の日又はこの条例の公布の日のいずれか遅い日から施行） 

福島市十六沼公園サッカー場条例の一部を改正する条例制定の件 

  天然芝コート等の整備に伴い、所要の改正を行う。 

  【主な改正内容】 

  (1)クレーコートの使用料を削除し、天然芝コートの使用料を追加 

  (2)使用料 

 

 

 

 

 

（公布の日から起算して６月を超えない範囲内において規則で定める日から施行） 

福島市土湯地区温泉施設設置条例の一部を改正する条例制定の件 

公の施設の設置目的を効果的に達成するため、指定管理者制度の導入に向け、所要

の改正を行う。 

【主な改正内容】 

・指定管理者による管理、指定管理者が行う業務の範囲、利用料金について条例に規   

 定 

（公布の日から施行） 

福島市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例制定の件 

利用者操作用端末機使用による証明書等交付サービスの開始に伴い、所要の改正を

行う。 

【主な改正内容】 

 ・印鑑登録証明書の交付要件に利用者操作用端末機による申請を追加 

（令和元年８月１日から施行） 

福島市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例制

定の件 

 児童福祉法施行令及び地方自治法施行令の一部改正に伴い、指定通所支援の事業

等の人員、設備及び運営に関する基準等を定めるため、条例を設ける。 

【条例の主な内容】 

・各指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準を規定 
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（令和元年１０月１日から施行） 

福島市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正す

る条例制定の件 

 家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、所要の改正を行

う。 

 【主な改正内容】 

(1)家庭的保育事業者等による卒園後の受け皿の提供に係る連携施設の確保が著しく

困難であると認める場合の連携先施設の基準を緩和 

(2)保育所型事業所内保育事業における卒園後の受け皿の提供に関する基準の緩和 

(3)連携施設の確保に関する経過措置期間の延長 

（公布の日から施行） 

福島市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例制定の件 

 放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、所要の改

正を行う。 

【主な改正内容】 

・放課後児童支援員の資格要件に、指定都市の長が行う研修を修了した者を追加 

（公布の日から施行） 

福島市国民健康保険税条例の一部を改正する条例制定の件 

地方税法施行令等の一部改正に伴い、所要の改正を行う。 

【主な改正内容】 

(1)課税限度額の引き上げ   ９３万円 →  ９６万円 

(2)国民健康保険税の軽減措置に係る軽減判定所得の算定方法の変更 

・低額の所得層の課税を軽減  

（公布の日から施行） 
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議案第 71号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議案第 72号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議案第 73号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議案第 74号 

 

 

 

 

 

 

 

議案第 75号 

 

議案第 76号 

 

議案第 77号 

 

議案第 78号 

 

 

議案第 79号 

 

議案第 80号 

 

東日本大震災による被災者に対する国民健康保険税の減免に関する条例の一部を改

正する条例制定の件 

 東日本大震災による被災者に対する国民健康保険税の減免期間を延長するため、所

要の改正を行う。 

 【主な改正内容】 

(1)対象期間の延長   平成２２年度から平成３０年度まで → 令和元年度まで 

(2)減免対象及び内容 

・帰還困難区域等、上位所得層を除く旧避難指示区域等からの避難者 

  平成３１年４月分～令和２年３月分までの１年分減免 

（公布の日から施行） 

福島市介護保険条例の一部を改正する条例制定の件 

 保険料の減額賦課に係る保険料率を定めるため、所要の改正を行う。 

 【主な改正内容】 

 ・保険料率の改正 

（公布の日から施行） 

東日本大震災による被災者に対する介護保険料の減免に関する条例の一部を改正する

条例制定の件 

 東日本大震災による被災者に対する介護保険料の減免期間を延長するため、所要の

改正を行う。 

【主な改正内容】 

(1)対象期間の延長   平成２２年度から平成３０度まで → 令和元年度まで 

(2)減免対象及び内容 

・帰還困難区域等、上位所得層を除く旧避難指示区域等からの避難者 

 平成３１年４月分～令和２年３月分までの１年分減免 

（公布の日から施行） 

福島市火災予防条例の一部を改正する条例制定の件 

 消防法等の一部改正に伴い、所要の改正を行う。 

 【主な改正内容】 

(1)共同住宅の一部を利用して民泊事業を行う際、特定小規模施設自動火災報知設備

を設置する場合に住宅用火災警報器等の設置が免除となる規定を追加 

(2)火災予防上必要な建築物等と対象火気設備等及び対象火気器具等との適正な離

隔距離を定めるため別表を改正 

（公布の日から施行） 

市道路線の認定及び廃止の件 

 一般公共の用に供するため７路線を認定するとともに、６路線を廃止する。 

工事請負契約の件（十六沼公園人工芝サッカー場整備工事） 

十六沼公園人工芝サッカー場整備工事について、請負契約を締結する。 

工事請負契約の件（福島市新斎場整備事業２期造成工事） 

 福島市新斎場整備事業 ２期造成工事について、請負契約を締結する。 

工事請負契約の件（福島市一般廃棄物新最終処分場浸出水処理施設建設工事） 

 福島市一般廃棄物新最終処分場浸出水処理施設建設工事について、請負契約を締

結する。 

工事請負契約の件（渡利学習センター建築工事（建築本体）） 

 渡利学習センター建築工事（建築本体）について、請負契約を締結する。 

財産取得の件（消防ポンプ自動車） 

 福島南消防署杉妻出張所の消防ポンプ自動車を１台更新する。 
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令和元年６月市議会定例会議提出議案（市長提出議案、追加分） 

（令和元年６月１４日提出） 

１ 

２ 

３ 

議案第 83号 

議案第 84号 

議案第 85号 

財産区管理委員選任の件（飯坂町財産区） 

財産区管理委員選任の件（青木財産区） 

人権擁護委員候補者推薦の件  

 

令和元年６月市議会定例会議提出議案（議会提出議案） 

（令和元年６月１４日提出） 

１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議案第 86号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会の感動を復興への歩みを加速

させる力に変えることを求める意見書 

国は２０２０年の東京オリンピック・パラリンピックを復興五輪として位置づけ、世界の

注目が日本に集まるこの機会を最大限に生かし、東日本大震災からの復興の後押し

となるよう被災地と連携した取り組みを進めるとしており、本市においても様々な取り

組みが行われている。 

 また、東日本大震災・東京電力福島第一原子力発電所事故の発災以降、世界中

からの支援と励ましを受け復興に向けて歩んできた本市をはじめとする被災地は、こ

れまで世界中から受けた支援や励ましに応えるため、感謝の気持ちと復興に歩む元

気な姿を伝えてきたところである。 

しかし、いまだに福島県産食品の輸入規制をとる国がある事が示すように、世界か

ら見たＦｕｋｕｓｈｉｍａの姿は東日本大震災・東京電力福島第一原子力発電所事故の

イメージが強く残るなど、正確な理解を得られていないのが現状であり、復興へ歩み

を進める上で大きな影を落としている。そのような現状を打開し、いまだ道半ばである

復興をさらに加速させていくためには、外交を司る政府が被災地の情報をより積極的

に発信し、各国の反応を収集することにより、東京２０２０オリンピック・パラリンピック競

技大会を機にＦｕｋｕｓｈｉｍａの現状が正確に理解され、共感されたことを市民一人一

人が実感することこそがさらなる復興への歩みの大きな後押しとなる。 

よって、政府においては、東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会の感動を

復興への歩みを加速させる力に変えるため、次の事項について強く要望する。 

１ 東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会に関連し、あらゆる機会をとらえ

て東日本大震災時における被災地の感謝の気持ちを表す取り組みと現在の元

気な姿を世界に発信すること 

２ 東日本大震災の被災地の取り組みと感謝の気持ちが、世界各国にどのような

反応をもって受け入れられたのか市民に伝わるような施策を講じること 

２６ 

 

２７ 

 

２８ 

２９ 

３０ 

３１ 

３２ 

３３ 

３４ 

３５ 

３６ 

３７ 

３８ 

議案第 81号 

 

議案第 82号 

 

報告第 3号 

報告第 4号 

報告第 5号 

報告第 6号 

報告第 7号 

報告第 8号 

報告第 9号 

報告第 10号 

報告第 11号 

報告第 12号 

報告第 13号 

財産取得の件（化学消防ポンプ自動車） 

 福島南消防署信夫分署の化学消防ポンプ自動車を１台更新する。 

財産取得の件（消防救急デジタル無線システム） 

 消防救急デジタル無線システムを更新する。 

福島市一般会計予算の継続費繰越しの件 

福島市一般会計予算の繰越明許費繰越しの件 

福島市一般会計予算の事故繰越しの件 

福島市水道事業会計予算の継続費繰越しの件 

福島市水道事業会計予算の繰越しの件 

福島市下水道事業会計予算の繰越しの件 

福島市土地区画整理事業費特別会計予算の繰越明許費繰越しの件 

福島市工業団地整備事業費特別会計予算の継続費繰越しの件 

福島市工業団地整備事業費特別会計予算の繰越明許費繰越しの件 

市が資本金を出資している法人の事業計画等提出の件  

専決処分報告の件 
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２ 

 

議案第 87号 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。  

令和２年度及び復興・創生期間後も国の被災児童生徒就学支援等事業の継続

と被災児童生徒の十分な就学支援を求める意見書 

東日本大震災で被災をし、経済的理由により就学等が困難な子供を対象に被災

児童生徒就学支援等事業が全額国庫負担の単年度の交付金事業として行われて

いる。 

 この交付金事業を通して、幼稚園児等の就園支援、小中学生に対する学用品等の

援助や通学支援、高校生に対する奨学金支援、特別支援学校等に在籍する児童生

徒への就学奨励、私立学校及び専修学校・各種学校の授業料減免などが実施され

ており、被災した子供たちにとって学校で学ぶための極めて有効な支援事業として

機能している。 

 福島県では、平成３０年４月時点で１万７千人以上の子供たちが福島県内外で避難

生活を送っており、経済的な支援を必要とする子供たちは多く、学校現場からも事業

の継続が強く望まれている。 

 しかし、事業に係る予算措置は単年度ごとのため、本事業が終了もしくは規模が縮

小することとなれば、自治体負担となることが危惧される。 

 そのようななか、復興庁は、平成３０年１２月１８日に、復興・創生期間後も対応が必

要な課題の整理を公表し、また、政府は、平成３１年３月８日に、復興・創生期間にお

ける東日本大震災からの復興の基本方針の変更についてを閣議決定し、復興・創生

期間後における復興の基本的方向性のなかで、被災した子供が安心して学ぶことが

できる教育環境を確保することを示した。 

 福島の復興・再生に向けた動きは本格的に始まっているが、これからも被災児童生

徒就学支援等事業の継続による就学支援はなくてはならない。 

 よって、政府においては、復興の基本方針に基づき、東日本大震災によって経済

的に困窮している家庭の子供たちの就学・修学を引き続き保障するため、令和二年

度及び復興・創生期間後においても全額国庫で支援する被災児童生徒就学支援等

事業を継続し、十分な就学支援に必要な予算を確保するよう強く要望する。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。  

 

令和元年８月市議会緊急会議提出議案（市長提出議案） 

（令和元年８月８日提出） 

１ 議案第 88号 監査委員選任の件 

  

 

令和元年９月市議会定例会議提出議案（市長提出議案） 

（令和元年９月２日提出） 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

 

 

 

 

 

 

議案第 89号 

議案第 90号 

議案第 91号 

議案第 92号 

議案第 93号 

議案第 94号 

議案第 95号 

 

 

 

 

 

 

令和元年度福島市一般会計補正予算 

令和元年度福島市介護保険事業費特別会計補正予算 

平成３０年度福島市各会計歳入歳出決算認定の件 

平成３０年度福島市水道事業会計決算認定及び剰余金処分の件 

平成３０年度福島市下水道事業会計決算認定及び剰余金処分の件 

平成３０年度福島市農業集落排水事業会計決算認定の件 

子ども･子育て支援法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関す

る条例制定の件 

子ども･子育て支援法等の一部改正に伴い、所要の改正を行う。 

【主な改正内容】 

(1)福島市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例 

①子育てのための施設等利用給付について、支給認定の際に地方税関係情報を

取得するための改正 
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８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議案第 96号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議案第 97号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②無償化に伴い、個人番号利用事務から私立幼稚園就園奨励費補助事業に関

する事務を除くための改正 

(2)福島市立幼稚園の授業料に関する条例 

・子ども･子育て支援法等の一部改正に伴い、条例中で使用する用語を修正する

ための改正 

(3)福島市特定教育･保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例 

・特定地域型保育事業等における連携施設の確保義務及び食事の提供に要する

費用の取扱いに関する規定等を変更するための改正 

(4)福島市保育所条例 

・子ども･子育て支援法等の一部改正に伴い、条例中で使用する用語を修正する

ための改正 

(5)福島市立認定こども園条例 

・子ども･子育て支援法等の一部改正に伴い、条例中で使用する用語を修正する

ための改正 

（令和元年１０月１日から施行。ただし(1)の②は令和２年４月１日から施行） 

福島市子育てのための施設等利用給付の対象となる認可外保育施設の基準を定

める条例制定の件 

子ども・子育て支援法等の一部改正に伴い、子育てのための施設等利用給付の

対象となる認可外保育施設の基準を定めるため、条例を設ける。 

【条例の主な内容】 

・給付の対象となる認可外保育施設の職員及び設備等に関する基準を規定 

（令和元年１０月１日から施行） 

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整

備に関する条例制定の件 

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴い、所要の改

正を行う。 

【主な改正内容】 

(1) 福島市交通教育専門員設置条例 

・交通教育専門員の任用根拠を変更するための改正 

(2) 福島市職員定数条例 

・会計年度任用職員を職員定数から除外するための改正 

(3) 福島市公益的法人等への職員の派遣等に関する条例 

・地方公務員法の一部改正に伴う条例中で引用する条項の改正 
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１０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

１１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議案第 98号 

 

 

 

 

 

 

 

 

議案第 99号 

 

 

 

 

 

 

 

 

議案第100号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 福島市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例 

・フルタイム会計年度任用職員が人事行政の運営等の状況の公表対象とされたこ

とに伴う改正 

(5) 福島市職員の分限に関する条例 

・会計年度任用職員の休職期間を定めるための改正 

(6) 福島市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例 

・会計年度任用職員が懲戒処分を受けた場合の減給の効果を定めるための改正 

(7) 福島市職員の勤務時間、休暇等に関する条例 

・会計年度任用職員の勤務時間等について規則において規定するための改正 

(8) 福島市職員の育児休業等に関する条例 

・会計年度任用職員の育児休業等について規定するための改正 

(9) 特別職の職員で非常勤のものの報酬等に関する条例 

・要件が厳格化された特別職非常勤職員の報酬等について整理するための改正 

(10)福島市職員の給与に関する条例 

・会計年度任用職員を対象外とするための改正 

(11)福島市職員の退職手当に関する条例 

・フルタイム会計年度任用職員に退職手当を支給するための改正 

(12)福島市職員等の旅費に関する条例 

・会計年度任用職員に旅費を支給するための改正 

(13)福島市水道局企業職員の給与の種類及び基準を定める条例 

・水道局企業職員の、会計年度任用職員の給与等について必要な事項を定める

ための改正 

（令和２年４月１日から施行） 

福島市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例制定の件 

地方公務員法及び地方自治法の一部改正に伴い、会計年度任用職員の給与及び

費用弁償に関し必要な事項を定めるため、条例を設ける。 

【条例の主な内容】 

(1)フルタイム会計年度任用職員の給料、初任給調整手当、通勤手当、特殊勤務

手当、時間外勤務手当、休日勤務手当及び期末手当について必要な事項を規定 

(2)パートタイム会計年度任用職員の報酬、期末手当及び費用弁償について必要

な事項を規定 

（令和２年４月１日から施行） 

福島市語学指導等を行う外国青年の報酬、勤務時間その他の勤務条件に関する条

例制定の件 

地方公務員法及び地方自治法の一部改正に伴い、所要の改正を行う。 

【条例の主な内容】 

(1)会計年度任用職員制度の導入にあたり、外国語指導助手及び国際交流員の

報酬、勤務時間その他の勤務条件について必要な事項を規定 

(2)外国語指導助手の連絡調整及び指導、助言を行う「主任外国語指導助手」を

創設 

（令和２年４月１日から施行） 

福島市手数料条例の一部を改正する条例制定の件 

住民基本台帳法等の一部改正に伴い、所要の改正を行う。 

【主な改正内容】 

(1)住民基本台帳法関係 

①本人確認情報の長期かつ確実な保存のため住民票等を消除した後も除票とし

て保存し、除票に記載した事項に関する証明事務を行うため手数料を規定 

・１件につき ３００円 

(2)建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律関係 

・高効率の省エネ設備を備えた建築物が受けることができる建築物エネルギー消

費性能向上計画の認定が、単棟から連携する複数建築物にも拡大されたため、認

定手数料を改正 

(3)消防法関係 
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１３ 

 

 

 

 

１４ 

 

 

 

 

 

 

１５ 

 

 

 

 

 

 

 

１６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

１７ 

 

 

 

 

 

 

 

１８ 

 

 

 

 

 

１９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議案第101号 

 

 

 

 

議案第102号 

 

 

 

 

 

 

議案第103号 

 

 

 

 

 

 

 

議案第104号 

 

 

 

 

 

 

 

 

議案第105号 

 

 

 

 

 

 

 

議案第106号 

 

 

 

 

 

議案第107号 

 

①浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付特定屋外タンク貯蔵所の設置

許可申請に係る審査手数料を改正 

・貯蔵最大数量 10,000kl 以上 50,000kl 未満    １５８万円 → １５９万円 

・貯蔵最大数量 50,000kl 以上 100,000kl 未満    １９４万円 → １９５万円 

・貯蔵最大数量 100,000kl 以上 200,000kl 未満   ２２６万円 → ２２７万円 

(1)（公布の日から施行） 

(2)（建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の一部を改正する法律   

第１条の規定の施行の日又はこの条例の公布の日のいずれか遅い日から施行） 

福島市立学校条例の一部を改正する条例制定の件 

福島市立土湯小学校の統廃合に伴い、所要の改正を行う。 

【改正内容】 

・福島市立土湯小学校を廃校とし、福島市立荒井小学校に統合 

（令和２年４月１日から施行） 

福島市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例制定の件 

住民基本台帳法施行令等の一部改正に伴い、住民票等への旧氏記載を受け印

鑑登録証明事務においても旧氏記載の対応を行うため所要の改正を行う。 

【主な改正内容】 

・戸籍上の氏が変わった場合においても、旧氏を表す印鑑の登録と旧氏を併記し

た印鑑登録証明書の交付が可能となるよう規定 

（令和元年１１月５日から施行） 

福島市こども発達支援センター条例の一部を改正する条例制定の件 

福島市こども発達支援センターの移転に伴い、所要の改正を行う。 

【主な改正内容】 

(1)福島市こども発達支援センターの位置を変更 

(2)発達障がい等に関する相談、支援及び普及啓発に関する業務の実施について

明確化 

(1)（公布の日から起算して６月を超えない範囲内において規則で定める日から施行） 

(2)（公布の日から施行） 

福島市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例及び福島市幼保

連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例制定の件 

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部改正に伴い、所要の改正を

行う。 

【改正内容】 

・保育所及び幼保連携型認定こども園の保育室等を建物の３階以上に設ける場合

の要件として、 耐火建築物であることを規定 

（公布の日から施行） 

福島市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例制定の件 

災害弔慰金の支給等に関する法律等の一部改正に伴い、所要の改正を行う。 

【主な改正内容】 

(1)災害援護資金の貸付けを受けた者が償還金を支払うことが著しく困難になった

と認められる場合、支払を猶予することができる規定を追加 

（2)災害援護資金の貸付けを受けた者が破産手続開始の決定を受けた場合、償

還未済額の全部又は一部の償還を免除することができる規定を追加 

（公布の日から施行） 

福島市専用水道に係る水道技術管理者の資格基準に関する条例の一部を改正す

る条例制定の件 

水道法施行令の一部改正に伴い、所要の改正を行う。 

【改正内容】 

・法施行令の一部改正に伴う条例中で引用する条項の改正 

（令和元年１０月１日から施行） 

福島市都市公園条例の一部を改正する条例制定の件 

信夫ケ丘球場改修に伴い、温水シャワー設備及び冷暖房設備を新設するため、
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所要の改正を行う。 

【主な改正内容】 

(1)温水シャワー及び冷暖房使用料を追加 

(2)使用料 

（公布の日から起算して６月を超えない範囲内において規則で定める日から施行） 

福島市水道条例の一部を改正する条例制定の件 

水道法施行令の一部改正に伴い、所要の改正を行う。 

【改正内容】 

・法施行令の一部改正に伴う条例中で引用する条項の改正 

（令和元年１０月１日から施行） 

和解の件 

市営住宅に係る債務不存在確認請求事件について、福島地方裁判所の和解案

に基づき、和解する。 

市道路線の認定の件 

一般公共の用に供するため６路線を認定する。 

工事請負契約の件（写真美術館再整備工事（建築本体）） 

写真美術館再整備工事（建築本体）について、請負契約を締結する。 

工事請負契約の一部変更の件（福島大笹生ＩＣ周辺地区工業団地（仮称）造成工

事） 

工事内容の変更に伴い、契約金額等を変更する。 

工事請負契約の一部変更の件（福島市一般廃棄物新最終処分場建設に係る搬入

道路新設工事（Ⅰ期工事）） 

工事内容の変更に伴い、契約金額等を変更する。 

財産取得の件（高規格救急自動車（清水救急２）） 

福島消防署清水分署の高規格救急自動車を１台更新する。 

財産取得の件（高規格救急自動車（杉妻救急１）） 

福島南消防署杉妻出張所の高規格救急自動車を１台更新する。 

福島市一般会計予算の継続費精算の件 

平成３０年度福島市健全化判断比率及び資金不足比率報告の件 

福島市農業・農村振興条例に基づく年次報告の件 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づく報告の件 

福島市中小企業振興基本条例に基づく報告の件 

市が資本金を出資している法人の事業計画等提出の件 

専決処分報告の件  
 
 

令和元年９月市議会定例会議提出議案（市長提出議案、追加分） 

（令和元年９月２４日提出） 

１ 

２ 

３ 

議案第116号 

議案第117号 

議案第118号 

教育委員会教育長任命の件 

監査委員選任の件 

人権擁護委員候補者推薦の件 
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令和元年９月市議会定例会議提出議案（議員提出議案） 

（令和元年９月２４日提出） 
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議案第120号 

家庭教育支援法の制定を求める意見書 

今日、核家族化の進行、地域社会の絆の希薄化など、家庭を巡る社会的な変化には著しいもの

がある。そのため過保護、過干渉、放任など家庭教育力の低下が指摘されるようになり、極めて憂

慮すべきところとなっている。更には、厚生労働省の発表によると児童虐待相談件数は毎年増加し

ており、平成30年度には速報値で159,850件を数え、一層深刻さを増してきている。 

若い父親・母親の出産や育児などが、関係の希薄化した社会に置かれ、孤立してしまう状況が増え

ており、妊娠期から学齢期までの切れ目ない支援を実現するためには、子育て支援や保健などの

福祉サービスを一体的に提供する体制の充実はもとより、保護者に対する家庭教育に関する学習

機会や情報提供、家庭教育に関する相談体制の整備等家庭教育支援に関する施策を総合的に推

進するため家庭教育を支援する法整備が必要である。 

教育基本法第十条においても「父母その他の保護者は、子の教育について第一義的責任を有す

るものであって」とし、また「国及び地方公共団体は、家庭教育の自主性を尊重しつつ、保護者に対

する学習の機会及び情報の提供その他の家庭教育を支援するために必要な施策を講ずるよう努め

なければならない」と規定されている。 

よって、国においては、家庭教育支援法を制定するよう強く要望する。 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

地方財政の充実・強化を求める意見書 

地方自治体は、子育て支援策の充実と保育人材の確保、高齢化が進行する中での医療・介護な

どの社会保障への対応、被災地の復興、地域交通の維持など、果たす役割が拡大する中で、人口

減少対策を含む地方版総合戦略の実行や大規模災害を想定した防災・減災事業の実施など、新た

な政策課題に直面している。 

一方、多様な公的サービスを担う人材が限られる中で、新たなニーズや公的サービスの質向上へ

の対応が困難となっており、人材確保を進めるとともに、これに見合う地方財政の確立を目指す必

要がある。 

政府の2019年度地方財政計画における一般財源総額は、62兆7,072億円と過去最高水準となっ

たものの、増額分は保育の無償化などの国の政策に対応する財源を確保した結果であり、社会保

障費関連をはじめとする地方の財政需要に対応するためには、さらなる地方財政の充実・強化が求

められる。 

よって政府においては、2020 年度の政府予算と地方財政の検討にあたって、歳入・歳出を的確

に見積もり、人的サービスとしての社会保障予算の充実と地方財政の確立を目指すため、次の事項

について対策を講じるよう強く求める。 

１ 社会保障、被災地復興、災害対策、環境対策、地域交通対策、人口減少対策など、増大す

る地方自治体の財政需要を的確に把握し、これに見合う地方一般財源総額の確保を図るこ

と 

２ 子ども・子育て支援新制度、地域医療の確保、地域包括ケアシステムの構築、生活困窮者

自立支援、介護保険制度や国民健康保険制度の見直しなど、急増する社会保障ニーズへ

の対応と人材を確保するための社会保障予算の確保及び地方財政措置を的確に行うこと 

特に、保育の無償化に伴う地方負担分の財源確保を確実に図ること 

３ 地方財政計画に計上されている「まち・ひと・しごと創生事業費」1 兆円については、自治体

の財政運営に不可欠な財源となっていることから、引き続き同規模の水準を確保すること 

４ 地域間の財源偏在性の是正のため、偏在性の小さい税源移譲を行うなど、抜本的な解決策

の協議を進めること 

同時に、各種税制の廃止、減税を検討する際には、自治体財政に与える影響を十分検証し

た上で、財政運営に支障が生じることがないよう対応を図ること 

５  地方交付税の財源保障機能・財政調整機能の強化を図り、市町村合併の算定特例の終了

を踏まえた新たな財政需要の把握、自治体規模に配慮した段階補正の強化などの対策を講

じると同時に、地方交付税原資の確保については、臨時財政対策債に過度に依存すること

のないよう対策を講じること 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 
 


